江蘇省人民政府文献
蘇政発（2014）39号
省政府の養老サービス業の発展を速めることと養老サービス体系を完備することに関する実施意見

各市、県（市、区）人民政府、省の各委託庁局、省の各直属単位：

　　　　《「国務院養老サービスを速めるのに関する若干意見」》（国発（2013）35号）の精神を徹底的に実現するため、今我が省養老サービス業快速発展を推進し、そしてなお養老サービス体系を完備することについて、以下の実施意見を提出します。
1、 総体思想路線および発展目標

（1） 総体思想路線。党の十八大、十八回三中全会精神を深く且つ徹底的に実現し、持続的に高齢者が益々増えることの養老サービスニーズを満足することを出発点および落脚点とし、且つ省の人情から出発することを堅持し、充分に政府の主導作用を発揮し、もっと統一発展を重視し、町の各類困難を持つ高齢者の基本人権保障の仕事を強化します。充分に市場の資源配置中において決定性作用を発揮し、体制改革を深化することと社会活力を激発することを堅持し、社会の力を段々養老サービス業の発展主体を成りつづけてさせる。力を入れて、各種類の養老サービスおよび製品を発展し、多層化、多様化の養老サービスニーズを満足し、そして江蘇特色の養老サービス体系を健全します。養老サービス業を積極的に人口高齢化を対応でき、民生を保証して且つ改善できる重要な挙策になりつづ、なお内面的なニーズを拡大し、就業を増進し、経済タイプ転換そしてレベルアップを推進できる重要な力となります。
（2） 発展目標。2020年まで、住居をベースにし、コミュニティを依託とし、機構をサポートとし、メッセージを補助とし、機能全備、サービス優良、町をカバーできる養老サービス体系を全面的に建設完備することを目標とします。
　　――サービスネットをもっと健全にします。生活の世話、医療のケア、精神の癒しおよび緊急救援などの養老サービスを町のあらゆる高齢者をカバーします。標準を符合するコミュニティ居宅養老サービスはあらゆる町のコミュニティをカバーします。養老ベッド数の総数は千名高齢者ごとに40ベッドに達し、ケアタイプのベッド数は総養老ベッド数の50％以上、養老ケアの責任者人の陣前培育率は100％に達し、証書を持つ稼動人率は90％以上を達します。養老サービス管理システムは省から町まで四級お互い通じ合い、居宅コールサービスおよび応急救援サービスメッセッジネットは町全体をカバーできることを実現します。
　　――基本サービスは全面保証します。養老サービスへの導入を拡大し、町、地域養老サービス資源を統括し、基本養老サービスの均衡な発展を促進します。政府を主導にし、社会の力を充分に発揮し、あらゆる高齢者に対して基本養老サービスを提供します。経済の困難のある高齢者の養老サービス補助制度を健全し、力を入れて、困難のある高齢者の養老サービスニーズを保障し、誰でも基本的な養老サービスを享有することを確保します。家庭、個人が尽きるすべきな養老責任を担う。
　　――産業規模は顕著に拡大します。高齢者の生活の世話、高齢者の製品、用品、高齢者の健康サービス、高齢者の体育フィットネス、高齢者の文化娯楽、高齢者の教育、高齢者の金融サービス、高齢者の旅行などを主にする養老サービスの全面発展を推進し、養老サービス業の増加値はサービス業においての比重は顕著に昇進します。全省機構養老、コミュニティおよび住居生活の世話、ケアリハビリおよびそれに関する養老サービスが80万個以上の就業チャンスを提供します。高齢者製品を生産し、養老サービスを提供できる一グループのエネルギーシュな企業を育て、一定規模のある連鎖経営の養老サービス機構および一グループの養老産業グループを形成し、一グループの養老サービスの知名なブランドを作り上げる。
　　――発展環境が絶えずに優良化になります。養老サービス参入、退出および監督機構、規範業者の標準を建て、養老サービス業法規体制を健全します。企業、社会組織、個人を励まし、積極的に養老サービスの運営および管理を参与させ、広範的に対外交流の協力を展開します。対高齢者への志願サービス登記制度を全面的にたて、もっと社会の仕事人、社会の仕事専業人材を養老サービス領域に進入することを励まし、引き寄せます。
　　――体制規制が活気を溢れる。一歩を進んで、政府の職能を転換し、サービスを時間に間に合い、監督が有力のことを切実にやり遂げる。絶えずに、政策の支持および引導の力具合を拡大し、各類のサービスの主体活力を激発し、企業、社会組織、個人およびその他の社会の力を充分に調達し、養老サービスの積極性を展開させます。社会力の行い、あうるいは経営する養老機構のベッド数の占める割合は70％以上に達します。
2、 養老サービス能力を上げます。

（3） 住居養老サービスのネットワークを全面的に発展する。企業および機構を主体にし、コミュニティを紐にし、各類の高齢者のサービスニー度を満足できる住居型養老サービスのネットワークを建てます。力を入れて、町コミュニティ住居養老サービスセンターの建設を推進する。人員あり、場所あり、経費あり、具体的な項目ありをやり遂げる。住居養老サービス企業および機構を育て発展し、住居まで行って、不自由な高齢者飲食補佐、入浴補佐、清潔補佐、急用補佐、医療補佐など特注なサービスを提供する。社会組織あるいは家政、レストランなどの企業を引入し、虚似養老院、シティ小型托老所、高齢者助餐点、コミュニティデーケア、高齢者の活動センターなど、高齢者のために価額合理的な多様化なサービスおよび製品を提供する。2015年まで、シティコミュニティ住居養老サービスは全員をカバーできるを実現し、70％の農村コミュニティは住居型の養老サービスを展開できる。2020年まで、町コミュニティ住居型の養老サービスは全員をカバーできる。標準化コミュニティ型の養老サービスセンターの完成率は別々に80％、40％に達します。県（市、区）を単位とした住居コールサービスおよび応急救援サービスメッセッジネットワークは全面に完成する。
（4） 力を入れて、公設保障性の養老機構を作り上げる。公設養老機構は充分にサポート作用を発揮できるには、ポイントは町の特貧困な高齢者、低収入の高齢者、経済困難な半能半不自由な高齢者のために、無償または低収費の給養、ケアサービスを提供します。政府の作り上げた機構は実用適用的に、浪費や豪華を避けるのが一番肝心な点です。条件のよい地域は積極的に安定的に専門的に社会に面して経営性のサービスを提供する公設養老機構を制度的に転換して、企業または社会組織、完善な法人統治の機構になる。民間資本を委託管理などの方式を通して、公有産権の養老サービス施設を運営します。サービス項目および施設の安全標準化の建設を展開し、絶えずにサービスのレベルを昇進しつづある。
（5） 社会設立の養老機構のサポート力の具合を増大する。各類のあらゆる投資主体を引導し、養老サービス領域に進入し、一グループの知名なブランドおよび強い競争力のある養老機構を形成推進します。そして続いて、進入しきい値をさげ、手続きを簡単にし、そして土地保証、手数料の免除、サービスの購買などに優待を与えて、社会の力を引導励まし、養老サービス体系建設を参与させます。各地は政策、施策を研究し、ケア型ベッド建設を励まし、公設およびその他の所有制性質、ケア型ベッドを主にした養老機構の補助標準を統一し、2014年から、条件を符合する自建産権用の住宅で設立した養老機構に対して、一ケア型ベッドごとに1万元に負けない一次的な建設補助をあげる。条件を符合する賃貸用住居で設立し、且つレンタル期間が五年以上の養老施設に対して、一ケア型ベッドごとに5000元に負けない一次的な改造補助をあげます。各地を励まし、日常運営補助などを分配する方式を採用し、社会設立および公設民営の養老機構がサービス質量を上げることを支持します。国外、境外企業および個人が我が省の外資養老機構を設立することを励まして、政策優遇方面に同等な待遇を享有できます。
（6） 農村養老サービス業発展を速める。城郷一体化の要求に応じて、農村の養老サービス発展を図り推進する。各地は充分に農村の不要な学校、村“両委”用房、病院用房、および民間用房などの資源、村設養老院、家設托老所などの形式で、農村“老年を関愛の家”の建設を推進する。農村五保給養のサービス機構のサポート機能を完備し、五保給養する対象の生活を確保する前提とした場合、社会寄養、デーケアのどの多機能を開拓し、段々地域性養老サービスセンターへタイプ転換します。農村五保の給養機構の改革へ積極的に穏やかに推進し、公設民営などの方式を通して、社会組織、企業、または能力のある個人に運営することを転入します。五保給養の対象を受け入れて安置する養老機構、政府が規定する標準によって、生活、医療、世話などの費用を転入します。充分に村民自治機能および高齢者協会の作用を発揮し、家庭成員に扶養する責務を担うことを促します。近所互助、志願服務を組織し展開し、切実に農村の高齢者の実際の生活困難を解決します。
（7） 全面的に医療衛生および養老服務の融合発展を推進する。積極的に養老、医療介護、リハビリ、臨終医療服務の互い釣り合う服務模式を作りたて、高齢者が養老機構および医療衛生機構の間の衛生健康服務の便利な釣り合うことを実現します。衛生行政部門は条件のある養老機構を支持し、医療機構を設立します。養老機構内の医療機構に対して、城鎮職工（居民）の基本医療および新型の農村助け合う医療の定点条件に符合するのは、相関部門がそれを定点範囲に納入し、入居する保険を参加する高齢者は規定によって、相応な待遇を享受します。医療衛生資源を養老機構、コミュニティ、および住民の家庭に進入することを支持します。城郷コミュニティ住居養老サービスセンターは基層医療衛生服務機構との協力を強化すべきで、段々資源を共有します。二級以上の総合病院は老年病科を開設すべき、高齢者のベッド数を増やしすべき、高齢者の医療とリハビリのニーズを満足すべきです。基層医療衛生服務機構は高齢者のために健康ファイルを立てるすべき、高齢者の家庭と医療契約のサービス関係を作るべく、広範的に健康検査を展開し、保険の問い合わせるすべき、直接に家まで巡視するなどの服務をすべきです。病院に遊ばしておきる資源をリハビリ医療機構に改造することおよび高齢者ベッド数を増やすことを励まして、部分的な非施設的な町衛生病院に積極的に養老サービスを展開することを励まします。省民政部門の衛生、財政、人力資源の社会保障などの部門を連合すべき、台湾を出る奨励と、介護院（介護型養老機構）の発展を支持する具体的な施策を研究します。各類養老サービス機構皆リハビリ設備を配備させます。政府は経済困難な不自由半不自由高齢者のため、リハビリ補助器具を配備し、家庭のバリアフリー施設の改造のため、支援金を提供します。2020年まで、50％のシティ、コミュニティと条件のある農村コミュニティは高齢者に適合するリハビリ場所を設立します。
（8） 切実に養老サービスのメッセッジ化のレベルを上げます。充分にメッセッジ手段および互連ネット技術を利用し、人口管理システムなどのメッセッジ資源を整合し、省、市、県（市、区）および町（郷鎮）互通互連の養老サービスの管理システムを建てます。“知恵コミュニティ”建設を依託とし、現代互連ネット、物連ネット技術を利用して、コミュニティ住居養老サービスシステムの模式を創新し、高齢者商務取引を発展し、基層養老メッセッジサービスのプラットフォームを建設し、老年家庭の医療観測および伝導観応のシステムを開発し、高齢者のため住居生活、医療保険、代理購入代理の納め、緊急救助などの方面のサービスを提供します。

　　三、養老サービス制度を完備する。
（九）養老サービスの監理制度を健全する。新設養老機構は《養老機構の設立許可方法》によって、建設、首謀、衛生防疫などの関係する部門の引き受け検査レポート、審査意見書およびその他の必要な材料を提出すべきです。条件を符合するのは時間を追ってそれに関する手続きをしすべきです。民政部門准入、監督、退出規制を完備すべき、養老機構への日常管理を強化し、公共安全、衛生、人力資源、社会保障、および工商などの部門を連合し、定期的に各類養老サービス機構に対して、検査を行うすべきです。価額主管者部門は養老サービスに対して、価額監督および指導を行い、政府から主催、経営する養老機構は政府定価および政府指導価を行う以外に、その他の施設は市場定価を行う。統計部門は完備な養老サービス業の統計制度を作る。それに関する部門は健全な養老サービスの発展評価および監督指標の体系を作る。
（十）養老サービスの調査評価制度を作る。県（市、区）を単位にして、養老サービスの調査評価制度をつくり、政府がサービスを購買する方式を採用し、専業機構が養老サービスニーズに対して、調査を行うことを励まして、社会組織および養老機構が養老サービスの評価を行うことを励まします。科学的に高齢者サービスニーズ類型、世話ケアのグレードおよび養老サービス手当ての領収の資格などを確定します。各地は評価の指標体系を完備させ、厳しくプロセスを評価し、総合的に評価結果を利用し、評価の仕事の監督を強化します。2015年まで、全面的に科学的に合理で、運転高能率の長効果の評価機構を作り、養老サービス評価の科学化、常態化、専業化を実現します。
（十一）完備な養老サービスの補助制度を作る。2014年から、各地は政府が養老サービスを購買する制度を作り、サービス券を配るなどの形式を採用し、町の低保険対象などの経済困難な不自由、高齢などの高齢者のため、養老機構を入居させ、コミュニティ型の住居養老サービスの提供した無償または定収費の給養、ケアサービスを受けさせます。高齢者またはその家庭の意向によって、養老サービス機構に行って、サービスを受けるのは、その養老サービス手当てはその相応の機構に支払ってもらいます。住居でサービスを受けるのは、その養老サービス補助はサービスを提供する企業、組織、個人に支払います。条件の適合な地域は養老サービス補助の範囲を重要な優遇の対象および中低収入家庭中の不自由な、半不自由な高齢者および空き巣、超高齢者に拡大できます。
（十二）高齢者の政策性の保険制度を作る。機構の保険投資、封建会社の働き、政府の支持の原則によって、各地に養老機構の総合責任保険および高齢者の意外傷害の保険制度を作ることを励まします。高齢者に健康保険、意外傷害保険などの人身保険を投資することを励まします。条件を符合する養老機構が養老機構の総合責任の保険を投資することに対して、および７０歳以上の経済困難な高齢者に高齢者意外傷害保険に投資することに対して、条件の適合な地域には一定の補助を与えます。各地に高齢者の介護保険の制度を探索してつくることを支持することによって、高齢者が介護世話を受ける支払う能力強化します。

（十三）高齢者への精神関愛の制度を作る。各地は積極的に“高齢者への精神関愛行動”を展開し、ポイントを置いて、“温暖な空き巣”、“心霊お茶バー”、“夕日を舞踊する”、“校庭が輝きを競う”などの高齢者への精神関愛の項目を実施します。高齢者への精神関愛のサービスの組織をつくり、高齢者との生活と思想交流を強化し、心理講座および訓練を展開し、専業心理問い合わせ、指導およびリハビリサービスを提供します。２０２０年まで、市、県（市、区）人民政府がポイントを置いて、一箇所か二箇所の高齢者大学を建設することを支持し、高齢者教育を強化し、高齢者の学習ニーズを満足させます。

（十四）専業技術人員の激励制度を作る。養老機構で就業している専業技術人員に対して、医療機構、福利機構と同じな執業資格、登録の審査制度を施行します。社会が営業する養老機構および養老サービスの企業が技術の職名評定、継続教育、職業技能訓練などの一方、公営養老機構と同じな待遇を享受できます。各地は職名、従業年数などの素因によって、養老サービス業に従事している専業技術人員に対して、一定の補助を与え、具体的な標準は各地によって作成します。社会仕事人材の導入機構を作り、養老サービス業の中に、社会仕事持ち場を設置します。高齢者の長期介護者の関愛行動を展開し、コミュニティおよび家庭の中の長期な介護者に対して、短期休養および療養を提供します。市、県（市、区）人力資源の社会保障部門および民政部門はお互いに協力調和することを強化し、適時に養老介護の職員への月給の指導価額を発表し、積極的に養老サービスの機構が法律に従って、月給の集団協議を展開し、養老サービス機構の月給支払い状況変の監督検査を強化し、努力して、養老介護員の月給レベルを上げます。
（十五）養老サービス教育訓練制度を完備させる。高等院校、中等職業学校および職業訓練機構の教育資源を引導し整合し、高齢者サービス管理、医療保険、介護やリハビリ、栄養調合、心理の問い合わせなどの専業人材を培養することを速めて、大学院校が卒業生の就職口の探しに養老サービスの仕事へ従事することを励まします。依托院校、養老機構、病院が養老サービスの実際な訓練の基地を建てる。各地は積極的に養老介護員に養老介護の職業技能の培養訓練を参加させ、国家の養老介護員技師、高級工、中級工、初級工職業資格証書を取得以後、養老機構介護職場で連続2年以上従業していた職員に対して、一人ごとに3000元、2000元、1000元、500元の一次的な補助を与えます。
（十六）養老サービス産業規模を壮大させます。養老サービスを省政府の《現代サービス業”十から百へ千へ“行動計画》の一つ重要な内容として、市場化、ブランド化、項目化方式に従って、一グループの養老サービス業重大項目を推進することによって、一グループのサービス業集団区および革新企業を育てることによって、力を尽くして、養老サービス業の規模の壮大、レベルアップを推進します。省の現代サービス業”十から百へ千へ“行動計画に入れる養老サービス業重点項目に対して、条件を符合するのは省級の現代サービス業の発展特定項目の引導資本金で支援を与える。各地はリーダーとして、養老サービス企業および機構が優先にして、高齢者の基本サービスニーズを満足させるベースの上で、高齢者の特有点に適合したの文化娯楽、体育フィットネス、教育培育、金融資産管理、レジャー旅行、健康サービス、精神慰問、法律援助などのサービスを積極的に発展します。企業が高齢者の用品や用具およびサービスの製品の研究開発のデザインを展開することを支持します。それを省が支持する業種の目録に納入して、発展を引導、支持する信用借金、投資などの政策を作ります。次第に不自由な高齢者の専業化サービスを強化します。
（十七）養老サービス業の集団区および特色産業の基地建設を推進する。集中、集まり、集約発展の要求によって、合理的に養老サービス業の集中区および養老サービスの特色産業基地を企画し、配置します。一つのグループの主導産業が際たっていて、産業チェーンが完備していて、サービス機能が完備しているサービス業園区を培育し作り上げます。条件の符合するのは省級の現代サービスの集中区を命名し、省級の現代サービス業の集中区が相関する政策の支持を享受できます。力を入れて、高齢者の産業集群を培育し、連鎖経営し、そして一定の規模を持つブランド養老機構を支えて、一つのグループの県（市、区）級の高齢者へのサービスする業産業園区および郷鎮（街道）高齢者へのサービスする街区を建設することを探索します。条件が適合な地域で、高齢者の生活用品や用具およびサービス産業の特色産業の製造基地を作ることを支持します。
（十八）養老サービス業企業の革新発展を引導します。先進技術を採用し、革新能力の強い養老サービス業企業に対して、それを現代サービス革新模範企業としてその創建を支持します。省級“現代サービス革新模範企業”と評価されていたのは、省級現代サービス業発展の専項の引導資金から100万元の一次的な奨励を与えます。養老サービス業企業のブランドおよび標準化建設を優先して支持して、国家および省のサービス業の標準化計画に入れた項目に対して、省級現代サービス業の発展の専項の引導資金から20万元の一次的な奨励を与えます。知名ブランドを獲得していた養老サービス業企業に対して、100万元の一次的な奨励を与えます。養老サービス業企業が“サービス業の革新な団体の項目”および“サービス業のテクノロジー企業家”の評選へ参加することを支持し、そして適当な政策の傾けを与えます。
（十九）養老サービス業の企画を編成します。養老サービス業を発展することとそれを国民経済および社会発展企画に納入して、省政府が養老サービス業の発展企画を編成し、そして実施し（２０１４－２０２０年）、各市、県（市）人民政府が省級企画と本地の実際によって、養老サービス業の発展企画および養老サービスの専項企画を編成し、そして城郷の企画に納入します。
（二十）養老サービス施設の建設用地を保障します。各市、県（市、区）の人民政府は各類の養老サービス施設用地を城鎮土地の利用総体企画および年度用地の企画に納入し、合理的に用地のニーズを手配します。2015年まで、2020年までは養老ベッドが高齢者人口総数の其々の30‰、40‰の目標に従って、養老サービス施設の建設用地を予めて保留します。各地がシティの総体企画、コントロール性の詳細な企画を制定する時、必ず一人当たりの用地が0.2平方メートルに負けない標準によって、分区、分級し、養老サービス施設を企画し設置します。社会の力で設立した非営利性の養老機構および政府の設立した養老機構は同じな土地の使用政策を享有し、法律に従って、国有の分け与えた土地、あるいは農民集団の所有の土地を使用できます。営利性養老サービス機構の建設用地に対して、国家の経営性用地の規定によって、法律に従ってそれに関する手続きをやり遂げて、優先に供給を保障されています。社会の力で提供したベッド数が２００ベッド、５００ベッド、１０００ベッド以上の養老サービスに対して、その投資項目はそれぞれに県、区を設立した市、および省級のサービス業のポイント項目に入れて、優先に用地の保障を与えます。不要の工場、倉庫、学校、オフィスなどの既存屋敷および土地を利用して、養老サービス機構を作ることを励まします。農村が村級の建設留用地を利用して、養老サービス機構を作ることを支持します。養老施設建設用地が用途を変更することと容積率などの土地を条件を使用し、不動産をやることを厳禁します。
（二十一）基層養老サービス施設の建設を強化します。コミュニティ型住居養老サービスの施設の建設は城郷のコミュニティの組み合わせた用房の建設範囲に納入すべきです。新しく建てた住宅小区は百世帯ごとに２０から３０平方メートルまで、組み合わせて、住居型養老サービス用房を建設します。すでに建て終わった住宅区は百世帯ごとに１５から２０平方メートルまでの標準で調節解決します。城郷コミュニティはレーアウトを調整した以後の公共資源をコミュニティ型住居養老サービスセンターに改造し、または建設することを励まします。古い城区および建て終わった住宅区は若し養老サービス施設のない場合または今の施設は標準に達しない場合、２０１５年まで購買、置換、レンタルなどの方式によって、標準に従って立て直します。城郷の企画が確定したコミュニティ型住居養老サービス施設の用地は法定手順に従って用途を変更してはならない。
（二十二）財政金融の支持の力具合を拡大します。各級財政が絶えずに養老サービス業へ投入することを拡大します。積極的に養老サービス業を健康的、且つ快速的に発展させます。省財政は社会の養老サービス体系の建設に関係する専項資金を整合し、資金の分配を改善します。充分に資金の使用効率を発揮し、省政府の確定した目標任務を完成した状況および経済発展レベルによって、各地に対して奨励と補助を提供する。各地は福利宝くじの公益金の投入を増加し、中央に関して、福利宝くじの公益金の50％以上は養老サービスに使う規定を実行します。体育宝くじの公益金は本地の高齢者のためにフィットネス機材を分配する規定を実行します。借り入れのプラス利息、直接な融資補助、融資担保およびリスクの補償などの方法によって、もっと信用のある借り入れ資金および社会資金が養老サービス業に投入させます。積極的に国債投資などの資金を努力して取得し、養老サービス項目を支持発展します。各金融機構は養老サービス機構の信用借り入れの支持を拡大して、優先的に借り入れ資金を手配して、信用抵当の担保物の範囲を広げて、合理的に借り入れの期限を確定して、適切に利息の優遇を与えます。養老サービスの信用借り入れ商品を革新して、非営利性の養老サービス機構に資産抵当の借り入れおよび品質優良の企業への信用借り入れを支持します。養老サービス企業に株式上場および融資を支持します。慈善献贈資金を養老サービス施設の建設に投入することを励まします。
（二十三）税費優遇政策を実行します。国家が現在実行している養老サービス業を支持する税収の優遇政策を実行します。養老機構の提供している養老サービスに対して、営業税を免征収します。非営利性養老機構の私有不動産、土地に対して、不動産税、城郷土地使用税を免征収します。非営利性の養老機構の免税条件に符合している収入は企業の所得税を免征収します。企業事業単位、社会団体、個人が非営利性社会団体および政府部門を通して、非営利性養老機構への寄贈に対して、相関する規定を符合しているのは、その納税所得額を計算するとき、税法の規定比例に従って引き除くことができます。非営利性養老機構の建設に対して、それに関する行政の事業性な費用を免征収します。営利性養老機構の建設に対して、それに関する行政の事業性な費用を半減征収します。養老機構の用水、用電、用気、用熱は居民の生活類の価額に従って実行します。養老機構の装備した電話、有線（デジタル）テレビ、ブロードバンドネットは一次的な接続費用を免除します。有線（デジタル）テレビの基本な収視維持費は当地居民の用戸端末の費用標準の半額で集金します。条件の適合した地域は優遇の力具合を拡大すべきです。
（二十四）社会の力が養老サービスに参与することを支持します。企業、社会組織、個人に養老機構の管理運営およびコミュニティ型養老サービスを参与することを支持します。養老教育の培育、問い合わせ評価、標準製作、質量監督および第三者認証のサービスを展開します。保険機構に商業化運営模式で養老サービス機構および養老コミュニティの建設に参与することを励まします。社会の力で献金し、養老サービスの非公募基金会を設立することを励まします。積極的に高齢者のためサービスの公益慈善組織を培育発展したり、積極的に各類の高齢者のためのサービスの志願組織を支持したりして、志願サービス活動を展開させます。機関の幹部および企業事業単位職工、大、中、小学学生に養老サービスの志願活動を提唱します。基層群衆の自治組織を支持して、住居養老の互助サービスを展開させます。高齢者の群衆組織を支持して、自己管理、自己サービス、および社会サービス活動を展開させます。敬老、養老、助老の優良伝統を広げて、窓口業者をサポートして、“敬老文明号”の創建活動を展開させます。
　　各地、各関係する部門は本意見の精神に従って、現実を結合して具体的な実施法案または実施細則を制定することをキャッチすべきです。
江蘇省人民政府

２０１４年４月２日
